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ができるというのである（中村 2001: 95）。 
 ところで、中村がことばと権力をめぐる考察の理論的な基盤として援用しているのは、
フーコーが『知への意志』（フーコー 1986）において提示した考え方である。『知への意志』

































































































































































































































                                                   
3 中日新聞社が発行する東京新聞については、他のメディアと比較して特に権力監視の方針を鮮
明に掲げているという指摘もある（『創』編集部 2017）。 
4 中日新聞社ウェブサイト http://www.chunichi.co.jp/annai/greeting/mess.html（2019 年 1




































                                                   
6 一方、中村正直の翻訳で 1871 年に出版された『西国立志編』では、現代では権利と訳される
right に権力（權力
イキホヒ
































































A の働きかけがなければ B がしないであろうことを、A が B にさせうる限りにおいて、A
は B に対して権力を持つ。（Dahl 1957: 202-203） 
 














































































































































































































































































































































































                                                   
18 この定義において、「行為を規定する」とは、行為を制限するだけではなく、一定の範囲の行
為を可能にするという意味を含んでいる。つまり、ある社会関係において作用する権力のあり方






























                                                   









































うな一見中立的な概念も存在しない。（上野 2015: 34-35） 
 
社会のなかで、女性-男性、同性愛者-異性愛者、障害者-健常者、子ども-大人、有色人種-



















































































































































































































































































                                                   

















































































































































                                                   






















































































































































（Critical Language Study）と呼ばれていた諸研究を見出すことができる。CDA はこれら
                                                   
35 ごく最近になって、批判的ディスコース分析（CDA）の一部の論者から、名称を批判的ディ







てきた。中心的な論者のひとりであるルート・ヴォダックによれば、1991 年 1 月にアムス


































































ノーマン・フェアクラフの CDA に焦点を当てる。フェアクラフは CDA の複数のアプロー
チを踏まえて分析のための理論を体系的に示し、しかも比較的早くから教育実践の場にお
ける CDA の展開を視野に入れており、多くの理論家や実践者によって援用されている。以
                                                   
38 テウン・ヴァン・デイクは、CDA をおこなう「批判的な学者は距離を取る立場には立てず、





































                                                   

















































































































                                                   
45 フェアクラフは、このようなディスコースと社会関係のあり方（社会構造）との相互規定的





する」（フェアクロー 2008: 102）のである。 








































































































                                                   
48 日本で比較的早い時期に CDA を取り上げたものとして、斎藤（1998）が挙げられる。 
















え方によって CDA の理論を捉え直すことを試みる。 
 
 （２）批判的実在論における存在論の枠組み 






















                                                   
51 例えば、Fairclough et al.（2002）や Fairclough（2005）を参照。 
52 ここでは、批判的実在論にもとづく社会科学の展開可能性を論じた著書である『社会を説明
する』（ダナーマークほか 2015）、および日本における批判的実在論研究を牽引してきた佐藤春
吉の諸論考（佐藤 2008, 2012, 2015）を適宜参考にした。 








































                                                   
54 認識が成立していることを前提として、その超越論的前提を問うという議論の形式はカント

































































































































































































































































































 もともと LA は、1970～80 年代のイギリスにおいて、言語教育の危機的状況（子どもた
ちの言語能力の階級間・民族間格差など）を打開するために始まったものであり、当時の






がなされ、その問題点を乗り越えるために CLA が提唱されたのである。 
 例えば、LA はその目的のひとつとして学習者が言語的な多様性に気づくことを挙げてい
る。しかしながら、そこで学習者に提示される多様性は、多くの場合、言語（変種）間の
                                                   



























の視点や方法論を中核に据えることになった。見方を変えれば、CLA は CDA を教育領域
に応用させたものと捉えることもできる62。 
とはいえ、CLA は、言語研究の専門家がおこなうディスコース分析の手法を学習者に習
                                                   
59 例えば Alim（2010）は、アメリカのあるハイスクールにおいて、黒人英語という「非標準的
な」英語の話し手である生徒たちを対象に、彼らがみずからの置かれた言語的な問題状況を批判















Pedagogy）である（Fairclough 1992、Janks & Ivanič 1992 など）。次節では、CLA の教





























































育的な諸実践をおこなう人間」（Giroux & McLaren 1986: 215）である。また、「必然的に









































                                                   
65 フレイレによれば、「ことばを読むというすべての行為は、それ以前に世界を読むこととその



































                                                   
66 なお、ジルーはやや断片的にではあるが授業構想の提示もおこなっており、具体的な実践に
ついて何も語っていないわけではない。例えば、書くことを重視したアプローチの例として、「歴



































                                                   
67 状況のコンテクストおよび文化のコンテクストの概念は、人類学者のブロニスラフ・マリノ
フスキーによって導入され、マリノフスキーの同僚であった言語学者の J・R・ファースによっ
















   ・誰が主要な関与者〔登場人物〕であるか。 
   ・どのような過程〔行為や状態の表現〕が関与者と結びつけられているか。 
   ・不可視化されている関与者はいるか。 
② テナー（役割関係）の側面 
   ・読み手はどのように扱われているか。 
   ・どのようなことばが読み手や主題に対する書き手の態度を表しているか。 
③ モード（伝達様式）の側面 
   ・どんな情報が最初に来ているか。 
   ・その情報は適切なものであるか。 


















































































































































































































ウォレスは、ちょうど CLA が形になり始めた 1990 年前後にイギリスで提案された現職
教員への研修プログラムのプロジェクト（LINC）を例に挙げて、この問題について論じて





























































































                                                                                                                                                     
表れるような行政上の問題など、幅広いテーマと結びつく。本稿では基本的に、教育内容の政治
的中立性をめぐる状況を指す概念としてもちいる。 
70 教基法は 2006年に改正されているが、本項では 1950〜60年代の動きを中心にみていくため、

































                                                   

































さらに、こうした動きを後押しする出来事として、2015 年 6 月に公職選挙法が改正され、










































































































































































































                                                   



































































































































































































































                                                   





































































































































 全 15 回で構成されたこの授業の各回における概要は、以下の通りである（同上: 103）。 
 
  第１週 イントロダクション。わたしたちの日常生活で、異なった環境に置かれたさまざま
なテクストや読み手に気づく方法。 
  第２週 テクストについての議論：ジャンルへの導入。トピックと読者層にもとづいてテク
ストを分類する。 
  第３週 読み手についての議論 （１）どのテクストがどの読み手に向けて書かれているか
をどのように見分けるか。広告に焦点を当てる。 
  第４週 読み手についての議論 （２）テクストがなぜ特定の方法で書かれ、表現されてい
るのか。男性誌および女性誌における自動車と香水の広告に焦点を当てる。 
  第５週 ハリデーによるテクスト分析の枠組みの導入。トピックについての議論 （１）人
びとや場所や物事がなぜ特定の方法で描かれているのか。雑誌と新聞の記事に焦点
を当てる。 
  第６週 トピックについての議論 （２）出来事がなぜ特定の方法で報じられているのか。
新聞に焦点を当てる。 
  第７週 わたしたちにあるやり方で振る舞うよう促すことをねらった広告やその他のテク
ストのより綿密な検討。 
  第８週 特にテクストにおける関与者を表現することばのさまざまな使われ方について、雑
誌の記事のより綿密な検討。 
  第９週 特に同じ出来事が異なって報道される方法について、新聞のより詳細な検討。 
  第 10 週 詩、歌、民話、恋愛小説。これらのテクストを批判的に読みたいと思うだろうか。 
 96 
  第 11 週 報道。一面記事。何がニュースになっているか。関与者、経緯、原因と結果がど
のように表現されているか。見解がどのように表現されているか。 
  第 12 週 ニュースについての論評：社説の役割。解説的な論評の特徴。 
  第 13 週 ニュース記事とメイン記事。一連の新聞ジャンルにおける相違点と類似点。 
  第 14 週 分析のためのジャンルとトピックをグループで自由に選択。 























学と共有する目的を「社会正義への貢献」と表現している（Wallace 2003: 93）。 




























































































































































































師と学習者が含まれる。（ウォレス 2003: 93） 
 
                                                   





















































おける話し合いのルールを以下のような６つにまとめて提示している（渡邉 2002: 126）。 
 
  ① 誰も自分の意見をいうことをじゃまされてはならない。 
  ② 自分の意見は必ず理由をつけて発言する。 
  ③ 他の人の意見にははっきり賛成か反対かの態度表明をする。その際、理由をはっきりい
う。 
  ④ 理由が納得できたらその意見は正しいと認める。 
  ⑤ 意見を変えることができる。ただしその理由をいわなければならない。 












                                                   
86 渡邉によれば、これらのルールはハーバーマスの理論にもとづいたものであり、また現場の










































則）と呼ばれる次のような２つの原則が掲げられている（ハーバーマス 2005: 7-8）。 
 


















































































































































































































                                                   
87 日本では 2000 年代の前半から批判的実在論を主題に含む論考が徐々に登場し始め、後半には
提唱者とされるバスカーや代表的論者のひとりであるアーチャーの主要な著書が邦訳された（バ
スカー 2006, 2009; アーチャー 2007）。 
88 教育哲学会では 2016 年に「批判的実在論（クリティカル・リアリズム）への期待」という研
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